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第I はじめに





















































































































































米国合衆国憲法修正4条は， rThe right of people to be secure in their 
persons， houses， papers， and effects， against unreasonable searches and 














































































けているものと考えられる。英国では， Regulation of Investigatory Powers 
Act 2000 (改正草案は， 2015年 1月に出されている。〕によって， public space 
における directedsurvei1anceがcovertsurvei1anceに含まれるものとして
扱われているが，強制捜査としての制約が特に課されているわけではない
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(39) 本件の事案において， I任意捜査だと見るならば， GPS端末による監視の必要
性が高いことは明白だった。」と「必要性」を明確に指摘する見解もある(前出
清水@44頁)。
(40) 清水④586頁。
第7 おわりに
GPS捜査に限らず，新しい科学技術を用いた捜査手法に対しては，常に濫
用の危険性を危慎する観点から批判がされるが，自白などの供述に頼らない捜
査の方向性が正しいものとするならば，客観的証拠の収集を図る科学的捜査の
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向上，発展が必要不可欠なものとなっていくのは自然な流れであろう。
そのような状況下において. 1"科学技術を駆使した公権力による監視はおよ
そ一切認められないという立場を採るならば，結局のところ，周到な計画を持っ
た犯罪組織によって自由社会が危機に陥れられる自体を防ぐことは出来なくなっ
てしまう。」川とする指摘がもっともであり，そのためには，科学技術を円、
かなる限度でJ.1"いかなる要件の下で」用いるかについて建設的な議論をすべ
きものであると思料する。
ただ，どのように GPS捜査に関する技術が発展するとしても，⑨判決で指
摘されたように，この捜査の基本的性格が，現場での尾行や張り込みによる行
動観察，それに伴う採証活動等であって，発信器の利用は，捜査員が対象車両
を探索する範囲を絞るための効率的手段にすぎないのであるから，今後，測位
精度が向上しピンポイントで現在位置を把撮できるようになったとしても，そ
の捜査の基本的性格は異ならないとする考え方を堅持すべきであろう。
最高裁大法廷での判断が待たれるところである。
(41) 清水⑤459頁。
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